
【現状】
○県税収入の平成１３年度決算見込みでは、前年度に比べ約５０億円の減額。

○１４年度は法人関係税の落ち込み等から、当初予算比約１１０億円の減額。

※大日本土木(株)倒産関連で、今後最大２３億円の減収影響有り。

【課題】
○自主財源の充実・強化に向けた総合的な税源涵養を図っていくことが重要。
政策税制の検討や将来の税収増に直結する事業への予算の重点配分が必要。

＜政策税制検討案＞
・乗鞍環境保全税(14年度創設予定)、産業廃棄物税など

＜重点配分の税源涵養施策＞
・即効的施策 …イベントの効果的展開、交流産業の振興、中小零細企

業向けの知恵を絞った景気対策 など
・中長期的施策…地場産業の活性化、新産業の育成（情報産業、福祉産

業、環境産業等）、ベンチャー支援 など

○「納税者の立場に立った税制」「安い税金で、高水準の行政サービスの提供」を 基本に、県の
産業政策全体を検討する中で、望ましい税制のあり方を研究。

３年度決算(ピーク) １２年度決算 １３年度決算見込み

２，４５４億円 → ２，３８１億円 → ２，３３１億円

１４年度当初予算 １４年度最終見込み 差 引

２，０９７億円 → １，９８６億円 → ▲１１１億円


